
３６協定の締結＋労働基準監督署への届出 が必要です

時間外労働や休日労働をさせる場合には

「36協定」が必要です
サブロク

都道府県労働局 労働基準監督署

１日８時間を超える場合

月 火 水 木 金 月 火 水 木 金 土

40時間

月 火 水 木 金 土 日

✓労働時間の限度 1日8時間および１週40時間

✓休日 毎週少なくとも1回

時間外
労働

8時間

これを超える場合には

36協定とは、事業主が労働者に法定労働時間を超える時間外労働や休日労働をさせる

場合に、事業主と事業場の労働者代表との間で締結する協定をいいます。

労働基準法では、労働時間は原則として1日8時間、１週40時間以内と定められています。

これを法定労働時間といって、これを超える労働を時間外労働といいます。

また、休日については、原則として毎週少なくとも1回の休日を与えなければならないと

定められています。この休日に行う労働を休日労働といいます。

労働基準法における労働時間の定め

8時間

休日労働

時間外労働

8時間

例１ １週40時間を超える場合例2 休日労働をさせる場合例3

３６協定の締結＋届出が必要な例
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◆ ３６協定は、事業主と事業場の労働者代表の間で締結します。

◆労働者代表は、

①労働者の過半数で組織する労働組合、

②その労働組合がない場合は労働者（パート・アルバイトを含む）の

過半数を代表する方（過半数代表者）となります。

労働者代表の選出
STEP

1

①過半数労働組合の要件

事業場のすべての労働者の過半数で組織する労働組合であること

⚫ 正社員だけでなくパートやアルバイトなど事業場のすべての労働者の

過半数で組織する労働組合である必要があります。

労働者と使用者の間で互いの理解を深め、よりよい関係を構築するために、

丁寧なコミュニケーションを心がけることが大切です。

②過半数代表者の要件

すべての労働者の過半数を代表していること

労基法第41条２号に規定する「管理監督者」でないこと

⚫ 「管理監督者」とは、労働条件の決定、

その他の労務管理について経営者と

一体的な立場にある人を指します。

⚫ 正社員だけでなくパートやアルバイトなど事業場のすべての労働者の

過半数を代表している必要があります。

36協定を締結するための労働者代表を選出することを

明らかにした上で、投票、挙手などにより選出すること

⚫選出手続は、労働者の過半数がその人の選出を支持していることが明確

になる民主的な手続（投票、挙手、労働者による話合い、持ち回り決議な

ど）である必要があります。

「管理監督者」について
詳しくはこちら

管理監督者
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36協定届の作成・締結
STEP

2

３６協定届の様式

「36協定届」の各様式
はこちら

36協定届 主要様式

はい

いいえ

36協定は不要

法定労働時間
（１日８時間 １週40時間）

年12か月

年12か月

月45時間

月100時間

月100時間

法律による限度時間
(原則)

✓ 月45時間

✓ 年360時間

様式第９号で作成するケース

様式第９号の２で作成するケース

月45時間

法定労働時間
（１日８時間 １週40時間）

1

2

✓年720時間

✓月100時間未満※

✓複数月平均80時間※

※休日労働を含む

法律による上限時間
(特別条項/年６回まで)

「臨時的な特別の

事情がある」場合に

月45時間

または年360時間

を超える

時間外労働が

見込まれるか

見込まれない

見込まれる

労

働

基

準

監

督
署

へ

届

け
出

る

様式９号
一般条項のみ

様式９号の２
１枚目：一般条項

２枚目：特別条項

1

2

限度時間（月45時間または年360時間）を超えて時間外労働をさせることができるのは「臨時的な特別の

事情がある」場合に限ります。恒常的な長時間労働を招くおそれがあるものは認められません。

例えば、予算・決算業務、ボーナス商戦に伴う業務の繁忙、納期のひっ迫、大規模なクレームへの対応、

機械トラブルへの対応、等が挙げられます。

１日８時間または１週40時間

を超える労働が見込まれるか
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労
働
保
険
番
号
は
、
「保
険
関
係
成
立
届
」の
控
え
や
、
「労
働
保
険
年
度
更
新
申
告
書
」に
記
載
さ
れ
て
い
ま
す
。

法
人
番
号
は
、
国
税
庁
の
「法
人
番
号
公
表
サ
イ
ト
」か
ら
確
認
で
き
ま
す
。

事
業
場
名
（
会
社
名

+
支
店
名
、
工
場
名
、

営
業
所
名
等
）ま
で
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

事
業
場
ご
と
に
締
結
し
、
届
け
出
て
く
だ
さ
い
。

管
理
監
督
者
は
労
働
者
代
表
に
は
な
れ
ま
せ
ん
。

内
容
を
確
認

し
、
必
ず

チ
ェ
ッ
ク
し
て

く
だ
さ
い
。

内
容
を
確
認

し
、
必
ず

チ
ェ
ッ
ク
し
て

く
だ
さ
い
。

内
容
を
確
認

し
、
必
ず

チ
ェ
ッ
ク
し
て

く
だ
さ
い
。

時
間
外
労
働
の

１
か
月
の
限
度
時
間
は
、

4
5
時
間
で
す
。

定
め
る
時
間
数
は

必
要
最
小
限
に

と
ど
め
て
く
だ
さ
い
。

時
間
外
労
働
の

１
年
の
限
度
時
間
は
、

3
6

0
時
間
で
す
。

定
め
る
時
間
数
は

必
要
最
小
限
に

と
ど
め
て
く
だ
さ
い
。

１
日
の
法
定
労
働
時
間
は

８
時
間
で
す
。

定
め
る
日
数
は
で
き
る
限
り
少
な
く
し
、

時
間
数
は
で
き
る
限
り
短
く
す
る
よ
う
に

努
め
て
く
だ
さ
い
。

労
働
者
代
表
と
協
定
を
締
結
し
た
日
付
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

１
か
月
（
定
め

た
○
日
が
毎

月
の
起
算
日

と
な
る
）、

１
年
間
の
時

間
外
労
働
時

間
を
計
算
す

る
際
の
起
算

日
を
定
め
て

く
だ
さ
い
。

有
効
期
間
と

同
じ
く
、
会

社
の
１
年
の

始
期
や
賃
金

の
締
め
日
に

合
わ
せ
る
と

運
用
し
や
す

い
で
す
。

3
6
協
定
届
記
載
例
①
―
限
度
時
間
を
超
え
な
い
場
合
（様
式
第
９
号
/一
般
条
項
）―

こ
の
協
定
の

有
効
期
間
を

定
め
て
く
だ

さ
い
。
有
効

期
間
の
始
期

は
会
社
の
１

年
の
始
期
や

賃
金
の
締
め

日
に
合
わ
せ

る
と
運
用
し

や
す
い
で
す
。

有
効
期
間
は

１
年
と
す
る
こ

と
が
望
ま
し

い
で
す
。
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一
般
条
項
に
記

載
し
た
起
算
日

と
同
一
の
日
付

を
記
載
し
て
く

だ
さ
い
。

管
理
監
督
者
は
労
働
者
代
表
に
は
な
れ
ま
せ
ん
。

内
容
を
確
認

し
、
必
ず

チ
ェ
ッ
ク
し
て

く
だ
さ
い
。

内
容
を
確
認

し
、
必
ず

チ
ェ
ッ
ク
し
て

く
だ
さ
い
。

労
働
者
代
表
と
協
定
を
締
結
し
た
日
付
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

内
容
を
確
認
し
、

必
ず
チ
ェ
ッ
ク
し

て
く
だ
さ
い
。

１
年
の
時
間
外
労
働
の
限
度
時
間

(
年

3
6

0
時

間
)を
超
え
て
労
働
さ
せ
る
場
合
の
時
間
外
労
働

時
間
数

(
休
日
労
働
時
間
数
は
含
み
ま
せ
ん

)
を

定
め
て
く
だ
さ
い
。

上
限
時
間
は
、
7

2
0
時
間
で
す
。

定
め
る
時
間
数
は
限
度
時
間
に
で
き
る
限
り
近

づ
け
る
よ
う
に
努
め
て
く
だ
さ
い
。

時
間
外
労
働
の
限
度
時
間

(月
4

5
時
間
ま
た
は
年

3
6

0
時
間

)を
超
え
て
時
間
外
労
働
を
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
の

は
、
臨
時
的
な
特
別
の
事
情
が
あ
る
場
合
に
限
り
ま
す
。

時
間
外
労
働
の
限
度
時
間

(月
4

5
時
間
、
年

3
6

0
時
間

)
を
超
え
た
労
働
者
に
対
し
、
以
下
か
ら
、
い
ず
れ
か
の
健
康

福
祉
確
保
の
た
め
に
講
ず
る
措
置
を
選
択
し
、
選
択
し
た

番
号
と
講
ず
る
措
置
の
内
容
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

１
か
月
の
時
間
外
労
働

の
限
度
時
間

(
月

4
5

時
間

)
を
超
え
て
労
働

さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る

回
数
の
上
限
は
年
６
回

ま
で
で
す
。

１
年
の
時
間
外

労
働
の
限
度
時

間
(
年

3
6

0
時

間
)
を
超
え
て

労
働
さ
せ
る
場

合
の
割
増
賃
金

率
を
記
載
し
て

く
だ
さ
い
。
こ
の

場
合
、
法
定
の

割
増
率

(2
5
％

)

を
超
え
る
率
と

す
る
よ
う
努
め

て
く
だ
さ
い
。

１
か
月
の
時
間
外
労
働
の
限
度
時
間

(
月
４
５
時
間

)
を

超
え
て
労
働
さ
せ
る
場
合
の
割
増
賃
金
率
を
記
載
し

て
く
だ
さ
い
。
こ
の
場
合
、
法
定
の
割
増
率

(2
5
％

)を
超
え
る
率
と
す
る
よ
う
努
め
て
く
だ
さ
い
。

①
医
師
に
よ
る
面
接
指
導

②
深
夜
業

(2
2
時
～
５
時

)の
回
数
制
限

③
終
業
か
ら
始
業
ま
で
の
休
息
時
間
の
確
保

(勤
務
間
イ
ン
タ
ー
バ
ル

)
④
代
償
休
日
・特
別
な
休
暇
の
付
与

⑤
健
康
診
断

⑥
連
続
休
暇
の
取
得

⑦
心
と
か
ら
だ
の
相
談
窓
口
の
設
置

⑧
配
置
転
換
⑨
産
業
医
等
に
よ
る
助
言
・指
導
や
保
健
指
導

⑩
そ
の
他

(労
使
間
で
検
討
の
上
、
具
体
的
に
記
載
し
て
く
だ
さ
い

)

3
6
協
定
届
記
載
例
②
―
限
度
時
間
を
超
え
る
場
合
（様
式
第
９
号
の
２
/特
別
条
項
）―

１
か
月
の
時
間
外
労
働
の
限
度
時
間

(
月

4
5
時
間

)
を
超

え
て
労
働
さ
せ
る
場
合
の
１
か
月
の
時
間
外
労
働
と
休
日

労
働
の
合
計
時
間
数
を
定
め
て
く
だ
さ
い
。

月
1
0

0
時
間
未
満
で
あ
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

ま
た
、
実
際
の
時
間
外
労
働
と
休
日
労
働
の
合
計
時
間
数

は
、
複
数
月
平
均
が

8
0
時
間
以
内
で
な
け
れ
ば
な
り
ま

せ
ん
。

定
め
る
時
間
数
は
限
度
時
間
に
で
き
る
限
り
近
づ
け
る
よ

う
に
努
め
て
く
だ
さ
い
。
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脳・心臓疾患の労災認定基準※において、１週間当たり40時間を超える

労働時間（時間外・休日労働時間）が月45時間を超えて長くなるほど、

業務と脳・心臓疾患の発症との関連性が徐々に強まるとされています。

※「脳血管疾患及び虚血性心疾患等の認定基準について」

健康福祉確保措置（以下から選択してください）

定めた健康福祉確保措置を適切に実施しましょう！

健康福祉確保措置特別条項

これを踏まえ、過重労働による健康障害の防止を図る観点から、

36協定（特別条項）締結の際に、健康福祉確保措置を定めてください。

① 医師による面接指導   ⑥ 連続休暇の取得

② 深夜業（22時～５時）の回数制限 ⑦ 心とからだの相談窓口の設置

③ 終業から始業までの休息時間の確保 ⑧ 配置転換 

（勤務間インターバル）  ⑨ 産業医等による助言・指導や保健指導

④ 代償休日・特別な休暇の付与  ⑩ その他 （労使間で検討の上、具体的に記載してください）

⑤ 健康診断     

時間外・休日労働時間が長くなるほど健康障害リスクが徐々に高まることに留意し、

月４５時間以内の
時間外 ・休日労働

月100時間超または
２～６か月平均80時間超※の

時間外・休日労働

低 高
時間外・休日労働時間が長くなるほど健康障害リスクが徐々に高まる

※「脳血管疾患及び虚血性心疾患等の認定基準について」

時間外・休日労働時間による健康障害リスク

※時間外労働と休日労働の合計は、月１００時間未満または２～６か月平均80時間以内としなければなりません。
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・予算、決算業務 ・ボーナス商戦に伴う業務の繁忙 ・納期のひっ迫

・大規模なクレームへの対応 ・機械トラブルへの対応

特別条項

管轄の労働基準監督署への届出
STEP

３

届出前のチェックポイント

事業場ごとに締結し、事業場の管轄監督署へ届け出ていますか？

⚫ 一つの会社が複数の事業部門を有するとき、同一の場所にある事業部門は原則

一つの事業場となり、別の場所にある事業部門は原則別々の事業場となります。

※例えば、営業部門と製造部門が別の住所地であれば、それぞれの部門（事業場）ごとで

36協定を締結し、部門ごとの管轄監督署へ届け出る必要があります。

限度時間を超える事由は臨時的な特別の事情ですか？

⚫ 特別条項を適用できるのは臨時的な特別の事情がある場合に限ります。

恒常的な長時間労働を招くおそれがあるものは認められません。

時間外労働・休日労働時間数は最小限にとどめていますか？

⚫ 臨時的な特別の事情がある場合、月100時間未満、年720時間以内の範囲で、

一般条項で定めた時間数を超えることができます。この場合において、一般条項

を超える時間数はできるだけ限度時間（月45時間・年360時間）に近づけるよう

努めなければなりません。

⚫ また、協定内容にかかわらず、実際の時間外労働と休⽇労働の合計時間数が

２～６か月平均で80時間超となった場合には、法違反となります。

「 臨時的な特別の事情がある 」場合の例

届出後のチェックポイント

労働者に周知しましょう

⚫ 所轄労働基準監督署に届け出た36協定は、常時各作業場の見やすい場所へ

備え付ける、書面を交付する等の方法により、労働者に周知する必要があります。

有効期間が始まる前に届け出ましょう

⚫ 36協定は、事業主と労働者代表との間で協定を締結したあと、

所轄労働基準監督署に届出を行わなければ有効な36協定届とはなりません。

36協定を有効なものとするために、有効期間の開始前までに所轄労働基準監督署

への届出を行ってください。

特別条項
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3 6協定の締結に関する相談はこちら

労働基準監督署

労働基準監督署に設置され

ている「労働時間相談・支援

コーナー」でお受けします

働き方改革推進支援センター

各都道府県に設置されている

センターで労務管理に関する

専門家がお受けします

36協定届作成支援ツールはこちら

届出様式作成支援ツール

入力フォームから必要項目

を入力することで、労働基準

監督署に届出が可能な資料

を作成できます

生産性向上の支援はこちら

働き方改革推進支援助成金

生産性を高めながら労働時

間の短縮等に取り組む中小

企業・小規模事業者を支援

しています

よろず支援拠点

各都道府県に相談窓口を設

置し、生産性の向上や人手不

足への対応などの経営課題

について、様々な分野の専門

家が相談をお受けします

働き方改革の取組事例はこちら

働き方改革特設サイト

先進的な働き方改革の取組

を行っている中小企業・小規

模事業者等の好事例をご紹

介しています

都道府県労働局 労働基準監督署

３６協定や働き方改革、その他支援等に関する詳しい情報や

お問い合わせ・ご相談については、各種ウェブサイトをご確認ください。

（R8.9）

36協定で定める時間外労働及び休日労働について留意すべき事項に関する指針では、

次のような内容が定められています。

⚫ 時間外労働や休日労働は必要最小限にとどめてください。

⚫ 使用者は、36協定の範囲内で労働させた場合であっても労働者に対する安全配慮義務
を負うこと、また、時間外・休日労働時間が１か月においておおむね45時間を超えて
長くなるほど、業務と脳・心臓疾患の発症との関連性が徐々に強まることに留意する必要
があります。

⚫ 限度時間（月45時間・年360時間）を超えて労働させることができる時間を定めるに
当たっては、限度時間にできる限り近づけるように努めてください。

⚫ 36協定において休日の労働を定めるに当たっては、休日労働の日数をできる限り少なく
し、時間数をできる限り短くするように努めてください。
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お近くの“よろず支援拠点”まで、お気軽にお問い合せください。
質問・相談・予約は、

今すぐ
相談！

お近くの拠点を 調べるよろず支援拠点を 知る
よろず支援拠点一覧
https://yorozu.smrj.go.jp/base/

よろず支援拠点全国本部 HP
https://yorozu.smrj.go.jp/about/

中小企業の経営者を「一人にしない」
国が設置した無料の経営相談所 満足度

90%以上50万件以上
の相談対応

年
間

中小企業・
小規模事業者のための
経営相談所

他の支援機関との連携による支援

専門性の高い経営アドバイス

どんな相談もワンストップで解決。

あらゆる経営課題へ対応

相談から実行までフォロー
相談内容や経営課題に応じて、

地域の他の支援機関等と連携して支援を行います。

経営、金融、マーケティングなど、
多様な分野の専門家や、企業経営の経験者が

在籍しています。

解決策の提案だけでなく、その実行に向けて
継続的にフォローします。 課題解決後も、

新たな課題や目標に向けて継続して支援を行います。

中小企業・小規模事業者の皆さまが直面し、
変化していく様々な経営課題の相談に応じます。

回数無制限 無料で相談
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よろず支援拠点 一覧

※ご相談内容の一例

どんな小さな想いでもご相談ください。 対話の中で解決へのヒントを見つけ、ご相談に応じて実現可能な解決策をご提案します。

事業計画
事業承継

商品開発
雇用・労務 法律・契約財務・資金調達 補助金・助成金

経営改善 販路開拓 海外展開 IT活用・DX

(公財）沖縄県産業振興公社　 098-851-8460 

WEB・SNS活用

北海道よろず支援拠点

青森県よろず支援拠点

岩手県よろず支援拠点

宮城県よろず支援拠点

秋田県よろず支援拠点

山形県よろず支援拠点

福島県よろず支援拠点

茨城県よろず支援拠点

栃木県よろず支援拠点

群馬県よろず支援拠点

埼玉県よろず支援拠点

千葉県よろず支援拠点

東京都よろず支援拠点

神奈川県よろず支援拠点

新潟県よろず支援拠点

山梨県よろず支援拠点

長野県よろず支援拠点

静岡県よろず支援拠点

愛知県よろず支援拠点

岐阜県よろず支援拠点

三重県よろず支援拠点

富山県よろず支援拠点

石川県よろず支援拠点

福井県よろず支援拠点

滋賀県よろず支援拠点

京都府よろず支援拠点

大阪府よろず支援拠点

兵庫県よろず支援拠点

奈良県よろず支援拠点

和歌山県よろず支援拠点

鳥取県よろず支援拠点

島根県よろず支援拠点

岡山県よろず支援拠点

広島県よろず支援拠点

山口県よろず支援拠点

徳島県よろず支援拠点

香川県よろず支援拠点

愛媛県よろず支援拠点

高知県よろず支援拠点

福岡県よろず支援拠点

佐賀県よろず支援拠点

長崎県よろず支援拠点

熊本県よろず支援拠点

大分県よろず支援拠点

宮崎県よろず支援拠点

鹿児島県よろず支援拠点

沖縄県よろず支援拠点

（公財）北海道中小企業総合支援センター

（公財）21あおもり産業総合支援センター

（公財）いわて産業振興センター

宮城県商工会連合会

（公財）あきた企業活性化センター

（公財）やまがた産業支援機構

（公財）福島県産業振興センター

（公財）いばらき中小企業グローバル推進機構

（公財）栃木県産業振興センター

（公財）群馬県産業支援機構

（公財）埼玉県産業振興公社

（公財）千葉県産業振興センター

（一社）東京都信用金庫協会

（公財）神奈川産業振興センター

（公財）にいがた産業創造機構

（公財）やまなし産業支援機構

（公財）長野県産業振興機構

静岡商工会議所

（公財）あいち産業振興機構

（公財）岐阜県産業経済振興センター

（公財）三重県産業支援センター

（公財）富山県新世紀産業機構

（公財）石川県産業創出支援機構

（公財）ふくい産業支援センター

（公財）滋賀県産業支援プラザ

（公財）京都産業21

（公財）大阪産業局

（公財）ひょうご産業活性化センター

（公財）奈良県地域産業振興センター

（公財）わかやま産業振興財団

鳥取県商工会連合会

（公財）しまね産業振興財団

（公財）岡山県産業振興財団

（公財）ひろしま産業振興機構

（公財）やまぐち産業振興財団

（公財）とくしま産業振興機構

（公財）かがわ産業支援財団

（公財）えひめ産業振興財団

（公財）高知県産業振興センター

（公財）福岡県中小企業振興センター

（公財）佐賀県産業振興機構

長崎県商工会連合会

（公財）くまもと産業支援財団

（公財）大分県産業創造機構

（公財）宮崎県産業振興機構

（公財）かごしま産業支援センター

011-232-2407

017-721-3787

019-631-3826

022-393-8044

018-860-5605

023-647-0708

024-954-4161

029-224-5339

028-670-2618

027-265-5016

0120-973-248

043-299-2921

03-6205-4728

045-633-5071

025-246-0058

055-288-8400

026-227-5875

054-253-5117

052-715-3188

058-277-1088

059-228-3326

076-444-5605

076-267-6711

0776-67-7402

077-511-1425

075-315-1055 

06-4708-7045

078-977-9085

0742-81-3840

073-433-3100

0857-31-6851

0852-60-5103

086-206-2180

082-240-7706

083-902-5959

088-676-4625

087-868-6090

089-960-1131

088-846-0175

092-622-7809

0952-34-4433

095-828-1462

096-286-3355

097-537-2837

0985-74-0786

099-219-3740

札幌市中央区北1条西2丁目　経済センタービル 9F

青森市新町2－4－1　青森県共同ビル ７階

盛岡市北飯岡2－4－26　岩手県先端科学技術研究センター 2階

仙台市青葉区上杉1-16-8 プロスペール本田 3F

秋田市山王三丁目1－1　秋田県庁第二庁舎 ２階

山形市松栄1－3－８　山形県産業創造支援センター ２Ｆ

郡山市清水台1－3－8　郡山商工会議所会館 4階 403号室

水戸市桜川2－2－35　茨城県産業会館 9階

宇都宮市ゆいの杜1－5－40　とちぎ産業創造プラザ内

前橋市亀里町884－1　群馬産業技術センター １階

さいたま市大宮区桜木町1－7－5　ソニックシティビル 10階

千葉市美浜区中瀬2－6－1　WBGマリブイースト 23F

港区新橋1－18－6　共栄火災ビル 1階

横浜市中区尾上町5－80

新潟市中央区万代島５番１号　万代島ビル 10階

甲府市南口町7－20

長野市若里1－18－1　長野県工業技術総合センター 3階

静岡市葵区紺屋町11－17　桜井・第一共同ビルディング ６階

名古屋市中村区名駅四丁目４番38号　ウインクあいち 14階

岐阜市薮田南5－14－53　OKBふれあい会館 10階（県民ふれあい会館）

津市栄町1丁目891　三重県合同ビル 5階

富山市高田527　情報ビル 1階

金沢市鞍月2丁目20番地　石川県地場産業振興センター新館 1階

坂井市丸岡町熊堂第3号7番地1－16　福井県産業情報センタービル 3階

大津市打出浜2－1　コラボしが21 2階

京都市下京区中堂寺南町134

大阪市中央区本町1－4－5　大阪産業創造館 2階

神戸市中央区東川崎町1－8－4　神戸市産業振興センター １階

奈良市柏木町129－1　奈良県産業振興総合センター内

和歌山市本町二丁目1番地　フォルテ・ワジマ ６階

鳥取市湖山町東４丁目100番地

松江市北陵町1番地　テクノアークしまね内

岡山市北区磨屋町3－10 （クリエイティブコワーキングスペースTOGITOGI内）

広島市中区千田町3－7－47　広島県情報プラザ 1階

山口市小郡令和1丁目1－1　山口市産業交流拠点施設 4階

徳島市南末広町5番8－8　徳島経済産業会館 ２階

高松市林町2217－15　香川産業頭脳化センタービル 2階

松山市久米窪田町487番地2　テクノプラザ愛媛別館内

高知市布師田3992番地２　高知県中小企業会館 5階

福岡市博多区吉塚本町9番15号　福岡県中小企業振興センタービル 6階

佐賀市鍋島町八戸溝114番地

長崎市桜町4－1　長崎商工会館 9階

上益城郡益城町田原2081－10

大分市東春日町17－20　ソフトパークセンタービル

宮崎市佐土原町東上那珂16500番地２ 宮崎県工業技術センター 2 階（宮崎テクノリサーチパーク内）

鹿児島市城山町1番24号　鹿児島県中小企業会館　４階

那覇市小禄1831番地１　沖縄産業支援センター ４階

拠 点 名 　 設 置 機 関 相談電話番号住 所 　

北海道

東 北

関 東

中 部

近 畿

中 国

四 国

九 州

沖 縄

よろず支援拠点全国本部 （独）中小企業基盤整備機構
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